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はじめに

Ⅰ　調査概要

　本調査は、中小企業における労働事情（経営状況、労働時間、雇用環境、賃金など）を的確に把握し、適切
な労働対策を樹立することを目的に、昭和39年から毎年全国一斉に実施しています。本調査実施にあたっ
て、ご協力いただいた中小企業並びに関係者各位に、深く感謝申し上げます。本調査結果が労働事情の理解
の一助となり、中小企業関係の皆様方のために多少なりとも寄与できれば幸いです。

◆調査の方法
　神奈川県下の中小・小規模事業者1500事業所を製造業、非製造業の割合が一定になるように選定し、事
業所に調査票を送付し回答を求めた。調査票は全国中小企業団体中央会が作成した統一様式により実施した。

◆調査事業所数
　県内に事業所を有する中小企業

◆回答状況
　有効回答数：565通（回答率37.7％）
　回答事業所の従業員数規模、業種内訳の詳細は【Ⅲ　参考資料】「回答事業所数の内訳」のとおり。

◆調査時点：令和4年7月1日

◆調査内容
　① 従業員の構成に関する内容
　② 経営状況に関する内容
　③ 労働時間に関する内容
　④ 有給休暇に関する内容
　⑤ 従業員の採用に関する内容
　⑥ 育児・介護休業制度に関する内容
　⑦ 人材育成と教育訓練に関する内容
　⑧ 原材料費アップ等に対する販売価格への転嫁に関する内容
　⑨ 賃金改定に関する内容

・設問項目ごとに「不明」、「非該当」を除いて集計しているため、各有効回答数に差が生じています。
・構成比率の計算は、少数点第2位以下を四捨五入しており、合計が100％にならない場合があります。
・全国の数値は栃木県と静岡県を除いたものになります。

令和4年度中小企業労働事情実態調査報告書

調査対象事業所業種別内訳
業　種 割　合 事業所数

製 造 業 55.00%   825     
情報通信業 4.40%   66     
運 輸 業 8.20%   123     
建 設 業 11.53%   173     
卸 売 業 5.33%   80     
小 売 業 4.00%   60     
サービス業 11.53%   173     

合　　　計 1,500
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Ⅱ　調査結果報告

従業員の構成について

１．常用労働者の男女別構成比

　常用労働者の男女別構成比は、男性72.6％（前年比 -1.1ポイント）、女性27.4％（同 +1.1）となってい
る。依然として、男性の割合が全国平均（男性69.9％、女性30.1％）と比べて高い。

２．従業員の雇用形態別構成比

　従業員の雇用形態別構成比についてみると、「正社員」の割合は73.3％（前年比 +3.3ポイント）と増加し
たが、前年同様、全国平均75.4％（同 +0.5）は下回っている。男女別では、男性83.2％（同 +3.4）、女
性48.3％（同 +2.2）が「正社員」となっており、男女とも正社員の比率が増加している。業種別でみると、
製造業では「正社員」が70.6％（同 -2.0）、次いで、「パートタイマー」が18.0％（同 +1.5）、非製造業では
「正社員」が77.1％（同 +10.2）、次いで、「パートタイマー」が13.4％（同 -6.8）となっており、非製造
業において正社員の比率が増加している。

（％）

全国

神奈川県

製造業

非製造業

1～9人

10～29人

30～99人

100～300人

69.9

72.6

69.2

77.3

66.1

75.5

72.5

72.0

30.1

27.4

30.8

22.7

33.9

24.5

27.5

28.0

【全国】

全体

男

女

【神奈川県】

全体

男

女

【製造業】

全体

男

女

【非製造業】

全体

男

女

（％）正社員 パートタイマー 派遣 嘱託・契約社員 その他

75.4

84.2

55.9

73.3

83.2

48.3

70.6

83.0

44.1

77.1

83.5

56.1

14.6

6.2

33.3

16.1

6.6

40.0

18.0

6.5

42.5

13.4

6.8

35.2

2.3

1.7

3.6

2.8

2.0

4.9

4.0

2.8

6.6

1.1

0.9

1.7

5.8

6.2

4.8

6.1

6.9

4.1

6.2

6.8

4.8

6.0

7.0

2.6

2.0

1.8

2.5

1.7

1.3

2.8

1.2

0.9

1.9

2.4

1.7

4.4
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経営状況について

１．経営状況

　現在の経営状況は１年前と比べて、「良い」23.3％（前年比+1.7 ポイント）、「変わらない」43.8％（同
+7.0）、「悪い」32.9％（同 -8.8）となっている。
　業種別でみると、製造業では「良い」26.1％（同 -0.3）、「変わらない」36.5％（同 +3.0）、「悪い」
37.5％（同 -2.6）となっており、非製造業では「良い」19.9％（同 +4.3）、「変わらない」52.8％（同
+12.0）、「悪い」27.2％（同 -16.4）となっている。

経営状況について（業種別）

良い 変わらない 悪い

製造業 計

（％）

食料品
繊維工業

木材・木製品
印刷・同関連
窯業・土石
化学工業

金属、同製品
機械器具
その他

非製造業 計

情報通信業
運輸業
建設業
卸売業
小売業

サービス業

26.1

29.2
28.6

16.7
13.0
21.4
23.1
28.4
27.5
28.1

19.9

31.8
23.4

11.9
25.8

20.8
18.2

36.5

25.0
28.6
50.0

39.1
21.4

46.2
36.3
33.8

50.0

52.8

50.0
51.1

59.7
41.9

41.7
58.2

37.5

45.8
42.9

33.3
47.8

57.1
30.8

35.3
38.8

21.9

27.2

18.2
25.5
28.4
32.3

37.5
23.6

良い

（％）

変わらない

悪い

H30年 R1年 R2年 R3年 R4年

27.3 33.4

68.3

41.7
32.9

49.2
47.3

24.8

36.8
43.8

23.5 19.3
6.9

21.6 23.3
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２．主要事業の今後の方針

　現在行っている主要な事業の今後の方針についてみ
ると、前年と同様「現状維持」が54.8％（前年比 +0.7
ポイント）で最も多く、次いで「強化拡大」が39.5％（同
+0.2）、「縮小」が4.9％（同 +0.3）と続き、「廃止」は
0.2％、「その他」は0.5％となっている。

３．経営上の障害（3つ以内の複数回答）

　現在どのようなことが経営上の障害となっているかについては、「光熱費・原材料・仕入品の高騰」が
53.0％（前年比 +21.2ポイント）で最も多い。次いで、人材不足（質の不足）が48.9％（同 +2.8）、「労働
力不足（量の不足）」が34.1％（同 +8.7）、「販売不振・受注の減少」が30.6％（同 -10.5）となっている。
前年に比べて、「光熱費※・原材料・仕入品の高騰」が大きく増加している。
※「光熱費」は本年度調査から追加されました。

　業種別でみると、製造業では「光熱費・原材料・仕入品の高騰」が66.0％（同 +21.3）と大きく増加し、
次いで、「人材不足（質の不足）」が43.4％（同 -0.7）、「販売不振・受注の減少」が32.7％（同 -10.8）となっ
ている。非製造業では「人材不足（質の不足）」が55.8％（同 +7.2）と最も多く、次いで、「労働力不足（量の
不足）」が47.0％（同 +13.7）、「光熱費・原材料・仕入品の高騰」が36.9％（同 +21.3）の順になっている。

（％）

1.9

5.1

6.9

7.2

14.6

11.2

20.9

21.7

41.1

25.4

46.1

31.8

1.8

1.8

3.8

6.5

10.6

13.8

15.6

20.4

30.6

34.1

48.9

53.0

労働力の過剰

環境規制の強化

製品価格（販売価格）の下落

金融・資金繰り難

製品開発力・販売力の不足

納期・単価等の取引条件の厳しさ

同業他社との競争激化

人件費の増大

販売不振・受注の減少

労働力不足（量の不足）

人材不足（質の不足）

光熱費・原材料・仕入品の高騰

（※）「光熱費」は本年度調査から追加されました。

（※）

令和4年度

令和3年度

縮小4.9%
廃止0.2% その他 0.5%

強化拡大
39.5%

現状維持
54.8%
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経営上の障害（業種別の上位5位）　　　　　　　　（　　　）内は前年順位

４．経営上の強み（3つ以内の複数回答）

　経営上の強みについてみると、「技術力・製品開発力」が34.8％（前年比+3.4ポイント）で最も多く、次
いで、「製品の品質・精度の高さ」が28.5％（同 -2.4）、「製品・サービスの独自性」が28.2％（同 -2.4）の
順となっている。
　業種別でみると、製造業では、「製品の品質・精度の高さ」が42.1％（同 -4.7）で最も多く、次いで、「技
術力・製品開発力」が39.8％（同 +2.1）、「製品・サービスの独自性」が30.6％（同 -3.9）となっている。
　非製造業では、「技術力・製品開発力」と「顧客への納品・サービスの速さ」が同率の28.5％（同 +5.2、
同 +1.4）で最も多く、次いで、「組織の機動力・柔軟性」が27.6％（同 -4.4）、「商品・サービスの質の高さ」
が25.9％（同 +1.5）の順となっている。

6.7

6.7

12.1

13.4

18.0

5.9

25.9

27.6

28.5

25.1

11.3

28.5

8.9

9.2

7.6

8.2

10.9

24.7

9.5

18.8

26.3

30.6

42.1

39.8

7.9

8.1

9.6

10.5

14.0

16.4

16.8

22.7

27.3

28.2

28.5

34.8

企業・製品のブランド力

製品・サービスの企画力・提案力

営業力・マーケティング力

優秀な仕入先・外注先

財務体質の強さ・資金調達力

生産技術・生産管理能力

商品・サービスの質の高さ

組織の機動力・柔軟性

顧客への納品・サービスの速さ

製品・サービスの独自性

製品の品質・精度の高さ

技術力・製品開発力

（％）

神奈川県

製造業

非製造業

順位 神奈川県 製造業 非製造業

1 光熱費・原材料・仕入品の高騰 （3） 光熱費・原材料・仕入品の高騰 （1） 人材不足（質の不足） （1）

2 人材不足（質の不足） （1） 人材不足（質の不足） （2） 労働力不足（量の不足） （3）

3 労働力不足（量の不足） （4） 販売不振・受注の減少 （3） 光熱費・原材料・仕入品の高騰 （6）

4 販売不振・受注の減少 （2） 労働力不足（量の不足） （4） 販売不振・受注の減少 （2）

5 人件費の増大 （5） 人件費の増大 （5） 同業他社との競争激化 （4）
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従業員の労働時間について

１．週所定労働時間

　従業員の週所定労働時間は、「40時間」が51.6％（前年比+2.5ポイント）で最も多く、次いで、「38時間

以下」が22.7％（同 +2.1）となっている。

　「40時間超44時間以下」の割合についてみると、従業員数規模別では、「１～９人」の事業所が12.7％（同

+1.7）と前年同様最も多く、業種別では非製造業の10.5％（同+2.6）が製造業の6.8％（同+3.3）より3.7

ポイント多くなっている。

２．月平均残業時間

　令和３年の従業員１人当たりの月平均残業時間（時間外労働・休日労働）は13.01時間（前年比+1.19時間）
となっている。また、全国では10.52時間（同+0.57）と神奈川県より2.49時間少なくなっている。
　業種別でみると、製造業で11.92時間（同+1.32）、非製造業で14.36時間（同+1.03）と、依然として非製
造業が製造業を上回っている。
　従業員数規模別でみると、「１～９人」が9.03時間（同 -0.35）、「10～29人」が12.57時間（同+0.4）、「30
～99人」が15.45時間（同+2.82）、「100～300人」が20.03時間（同+4.51）となっており、規模が大きくな
るにつれて残業時間が多くなっている。

非製造業製造業神奈川県全国 1～9人 10～29人 30～99人 100～300人

令和3年
（時間）

令和元年 令和2年

10.97

13.41
12.01

15.42

8.42

13.48

17.43 16.98

9.95
11.82

10.60

13.33

9.38

12.17 12.63

15.52

10.52

13.01
11.92

14.36

9.03

12.57

15.45

20.03

全国

（％）

神奈川県

製造業

非製造業

1～9人

10～29人

30～99人

100～300人

38時間以下 38時間超40時間未満 40時間 40時間超44時間以下

15.8

22.7

20.5

25.5

34.0

24.7

12.2

14.3

26.7

17.1

19.9

13.8

15.3

18.2

17.1

19.0

49.1

51.6

52.8

50.2

38.0

50.5

62.2

64.3

8.4

8.5

6.8

10.5

12.7

6.6

8.5

2.4
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10％未満 1.2％ 10～20％未満 3.0％

20日以上 2.6％
5日未満 5.8％

15～20日未満 9.4％

平均付与日数

平均取得日数

平均取得率

平均

16.78日

平均

9.47日

平均

59.38％

20～30％未満
5.4％

30～50％
未満 23.7％

50～70％未満 35.5％

70～100％
31.3％

5～10日
未満
43.6％

10～15日
未満
38.6％

10日未満 5.6％25日以上 5.2％

10～15日
  未満 17.5％

15～20日未満
52.6％

20～25日未満
19.1％ 

従業員の有給休暇について

　従業員１人当たりの年次有給休暇の平均付与日数は、「15～20日未満」が52.6％（前年比+0.6ポイント）
で最も多く、次いで、「20～25日未満」が19.1％（同 +1.1）、「10～15日未満」が17.5％（同 -4.0）の順となっ
ている。全体の平均付与日数は16.78日（全国平均15.96日）である。
　平均取得日数は、「5～10日未満」が43.6％（同 -1.3）で最も多く、次いで「10～15日未満」が38.6％（同
+2.2）、「15～20日未満」が9.4％（同 +2.8）の順となっている。全体の平均取得日数は9.47日（全国平均
8.87日）である。
　平均取得率は、「50～70％未満」が35.5％（同 +1.8）で最も多く、次いで、「70～100％」が31.3％（同
+0.1）、「30～50％未満」が23.7％（同 +1.3）の順となっている。全体の平均取得率は59.38％（全国平
均58.99％）である。
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従業員の採用について

１．令和３年度の従業員の採用計画（該当するすべてに回答）

　従業員の採用計画については、「新卒採用を行った」が22.0％（全国平均22.4％）、「中途採用を行った」
が51.3％（同47.6％）、「採用計画はなし」が41.7％（同46.0％）となっている。
※中途採用に関する設問は本年度より追加されました。

２．令和４年３月新規学卒者の採用充足率および採用人数

　採用充足率では、「大学卒：技術系」が86.4％（前年比+10.5ポイント）、「大学卒：事務系」が94.7％（同
+29.1）と増加している。
　平均採用人数では、昨年増加した「大学卒：事務系」が1.80人（前年比 -0.87人）、「高校卒：技術系」が1.57
人（同 -0.52人）と減少し、概ね一昨年の水準に戻っている。

３．令和４年３月新規学卒者の初任給

　令和４年３月新規学卒者の平均初任給額（加重平均：採用者１人当たり）は、技術系で高校卒が190,805

円（前年比 +7,507円）、大学卒が215,844円（同 +6,984円）と増加している。事務系では、大学卒が

211,881円（同 +7,505円）と増加している一方、高校卒では172,167円（同 -4,521円）と減少している。

　全国的には、高校卒の技術系が全国で埼玉県、千葉県、愛知県に次いで４番目に高い額になっている（次

頁の表参照）。大学卒では、技術系が東京都に次いで２番目、事務系が東京都、広島県、愛知県に次いで４

番目に高い額になっている（10頁の表参照）。

神奈川県 製造業 非製造業

技術系 事務系 技術系 事務系 技術系 事務系

高校卒

（前年）

専門学校卒

（前年）

短大卒（含高専）

（前年）

大学卒

（前年）

高校卒 専門学校卒 短大卒（含高専） 大学卒

採用充足率 採用人数 採用充足率 採用人数 採用充足率 採用人数 採用充足率 採用人数

技術系

全　　国

（前年）

神奈川県

（前年）

事務系

全　　国

（前年）

神奈川県

（前年）
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新規学卒者の初任給（加重平均：高校卒）

都道府県別

技術系 事務系

都道府県別

技術系 事務系

初任給
（円）

格　差
（％）

初任給
（円）

格　差
（％）

初任給
（円）

格　差
（％）

初任給
（円）

格　差
（％）

全国 福井県

北海道 滋賀県

青森県 京都府

岩手県 奈良県

宮城県 大阪府

秋田県 兵庫県

山形県 和歌山県

福島県 鳥取県

茨城県 島根県

栃木県 岡山県

群馬県 広島県

埼玉県 山口県

千葉県 徳島県

東京都 香川県

神奈川県 愛媛県

新潟県 高知県

長野県 福岡県

山梨県 佐賀県

静岡県 長崎県

愛知県 熊本県

岐阜県 大分県

三重県 宮崎県

富山県 鹿児島県

石川県 沖縄県
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新規学卒者の初任給（加重平均：大学卒）

都道府県別

技術系 事務系

都道府県別

技術系 事務系

初任給
（円）

格　差
（％）

初任給
（円）

格　差
（％）

初任給
（円）

格　差
（％）

初任給
（円）

格　差
（％）

全国 福井県

北海道 滋賀県

青森県 京都府

岩手県 奈良県

宮城県 大阪府

秋田県 兵庫県

山形県 和歌山県

福島県 鳥取県

茨城県 島根県

栃木県 岡山県

群馬県 広島県

埼玉県 山口県

千葉県 徳島県

東京都 香川県

神奈川県 愛媛県

新潟県 高知県

長野県 福岡県

山梨県 佐賀県

静岡県 長崎県

愛知県 熊本県

岐阜県 大分県

三重県 宮崎県

富山県 鹿児島県

石川県 沖縄県
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※中途採用に関する設問は本年度より追加されましたので、前年度との比較は行っていません。

４．中途採用者の採用充足率および採用人数

　採用充足率は、「短大卒（含高専）：事務系」（75.0％）を除いては、87.8％から100％と高めの充足率となっ
ている。平均採用人数では、技術系では「高校卒」の2.08人、事務系では「大学卒」の1.87人が最も多くなっ
ている。

５．中途採用者の年齢層（該当するすべてに回答）

　中途採用者の年齢層は、「25～34歳」（45.9％）が最も多くなっている。従業員規模別に見ると、「1～9人」
の事業所で「35～44歳」（52.3％）が最も多くなっているほかは、「25～34歳」が最も多い。

６．中途採用者の初任給

　中途採用者の平均初任給額（加重平均：採用者１人当たり）は、一般的には年齢や経験も加味されるものと
思われるので、学卒区分別の傾向を評価することは難しい。
　全国的には、高校卒の技術系が235,291円で東京都、埼玉県に次いで３番目、事務系が226,413円で東
京都に次いで２番目に高い額となっている。大学卒では、技術系が266,525円で千葉県、埼玉県・宮崎県
に次いで４番目に高い額となっている。

高校卒 専門学校卒 短大卒（含高専） 大学卒

採用充足率 採用人数 採用充足率 採用人数 採用充足率 採用人数 採用充足率 採用人数

技術系
全　　国

神奈川県

事務系
全　　国

神奈川県

全国

（％）

神奈川県

製造業

非製造業

1～9人

10～29人

30～99人

100～300人

27.2

24.0

24.3

23.6

15.9

26.0

24.5

27.6

46.8

45.9

45.4

46.5

36.4

42.7

50.0

55.2

41.2

40.9

40.1

41.7

52.3

28.1

45.5

48.3

34.1

35.5

33.6

37.8

31.8

24.0

44.5

44.8

10.7

13.6

11.2

16.5

11.4

13.5

12.7

20.7

11.1

11.1

12.5

9.4

4.5

11.5

13.6

10.3

25歳以下 25～34歳 35～44歳 45～55歳 56～59歳 60歳以上

神奈川県 製造業 非製造業

技術系 事務系 技術系 事務系 技術系 事務系

高校卒

専門学校卒

短大卒（含高専）

大学卒
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中途採用者の初任給（加重平均：高校卒）

都道府県別

技術系 事務系

都道府県別

技術系 事務系

初任給
（円）

格　差
（％）

初任給
（円）

格　差
（％）

初任給
（円）

格　差
（％）

初任給
（円）

格　差
（％）

全国 福井県

北海道 滋賀県

青森県 京都府

岩手県 奈良県

宮城県 大阪府

秋田県 兵庫県

山形県 和歌山県

福島県 鳥取県

茨城県 島根県

栃木県 岡山県

群馬県 広島県

埼玉県 山口県

千葉県 徳島県

東京都 香川県

神奈川県 愛媛県

新潟県 高知県

長野県 福岡県

山梨県 佐賀県

静岡県 長崎県

愛知県 熊本県

岐阜県 大分県

三重県 宮崎県

富山県 鹿児島県

石川県 沖縄県
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中途採用者の初任給（加重平均：大学卒）

都道府県別

技術系 事務系

都道府県別

技術系 事務系

初任給
（円）

格　差
（％）

初任給
（円）

格　差
（％）

初任給
（円）

格　差
（％）

初任給
（円）

格　差
（％）

全国 福井県

北海道 滋賀県

青森県 京都府

岩手県 奈良県

宮城県 大阪府

秋田県 兵庫県

山形県 和歌山県

福島県 鳥取県

茨城県 島根県

栃木県 岡山県

群馬県 広島県

埼玉県 山口県

千葉県 徳島県

東京都 香川県

神奈川県 愛媛県

新潟県 高知県

長野県 福岡県

山梨県 佐賀県

静岡県 長崎県

愛知県 熊本県

岐阜県 大分県

三重県 宮崎県

富山県 鹿児島県

石川県 沖縄県
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育児・介護休業制度について　

１．育児・介護休業を取得した従業員の状況（該当するすべてに回答）

　これまでに育児・介護休業を取得した従業員がいない事業所は62.6％となっており、全国（63.6％）、業
種別（製造業61.8％、非製造業63.7％）ともに概ね同様の傾向となっている。
　規模別にみると、「1～9人」が86.7％、「10～29人」が70.9％、「30～99人」が44.7％、「100～300人」
が21.4％となっており、従業員規模が大きくなるほど未取得の事業所が減少している。
　育児・介護休業を取得した従業員の雇用形態・性別をみると、育児・介護ともに正社員の比率が大きくなっ
ているが、育児については女性の比率が大きく、介護については性別の差は顕著にはみられない。また、正
社員以外では、男性が育児・介護休業を取得した実績はほとんど見られない。

（％）

２．育児・介護休業を取得した従業員の代替要員（該当するすべてに回答）

　育児・介護休業が発生した際の代替要員の確保については、「現在の人員で対応した」が63.9％で最も多
く、「他の部署の従業員・役員による代替、兼務」（26.3％）とともに、既存の人員で対応している例が上位
を占めている。

３．出産時育児休業制度（産後パパ育休）の対象者に対する対応（該当するすべてに回答）

　令和４年10月より施行のいわゆる「産後パパ育休」制度への対応については、「特に実施してない（予定も

ない）」が39.4％で最も多く、次いで「対象者の把握に努めている」（28.6％）、「就業規則、労使協定など現

行制度を改正する」（24.7％）の順となっている。

1.1

0

10.2

9.1

11.4

26.1

62.5

0.9

0

6.0

9.4

17.1

26.5

65.0

1.0

0

7.8

9.3

14.6

26.3

63.9

その他

関連会社からの人員応援

正規従業員を採用

パートタイマー、アルバイトを雇い入れる

派遣の活用

他の部署の従業員・役員による代替、兼務

現在の人員で対応した
（％）

神奈川県

製造業

非製造業

育児休業 介護休業 育児・介護休
業を取得し
た従業員は
いない

正社員 パート
タイマー 派遣 嘱託・

契約社員 その他 正社員 パート
タイマー 派遣 嘱託・

契約社員 その他

男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性
全 　 　 国 7.8 28.5 0.1 6.2 0.1 0.8 0.1 2.5 2.8 0.1 0.9 0.2 0.3 63.6

神 奈 川 県 9.6 26.8 5.1 0.4 0.6 0.2 3.1 2.5 1.2 0.4 62.6

製 造 業 11.1 26.4 5.9 0.7 1.0 3.8 2.8 1.0 0.3 61.8

非 製 造 業 7.6 27.4 4.0 0.4 2.2 2.2 1.3 0.4 63.7

1～9人 2.3 4.7 3.9 0.8 2.3 1.6 86.7

10～29人 9.3 18.1 3.8 2.2 0.5 1.1 70.9

30～99人 12.6 42.8 5.7 0.6 0.6 0.6 4.4 3.1 0.6 0.6 44.7

100～300人 21.4 71.4 11.9 2.4 4.8 9.5 9.5 2.4 2.4 21.4

中央会_神奈川県の労働事情-Q上.indd   14 2022/12/14   11:07:56



― 15 ―

人材育成と教育訓練について　

１．人材育成のため従業員に対し行っている教育訓練（該当するすべてに回答）

　人材育成のための教育訓練の内容については、「必要に応じたＯＪＴの実行」が63.7％で最も多く、次い
で「自社内での研修会・勉強会の開催」が34.9％、「民間の各種セミナー等への派遣」が30.5％と続いており、
上位回答の傾向は、製造業と非製造業でも同様となっている。また、「特に実施していない」が15.7％（製
造業16.0％、非製造業15.3％）となっている。

4.5

1.0

4.0

10.1

9.0

21.1

25.1

45.2

5.9

2.4

3.9

10.2

11.8

27.5

31.4

34.9

5.3

1.8

4.0

10.1

10.6

24.7

28.6

39.4

その他

取得促進のために手当を支給する

制度の内容が分からない

説明会、掲示等で社内全体へ制度を周知する（した）

対象者に制度の説明と取得勧奨をしている

就業規則、労使協定など現行制度を改正する（した）

対象者の把握に努めている

特に実施していない（予定もない）

神奈川県

製造業

非製造業

（％）

15.3

2.9

2.1

0.4

2.5

8.7

3.3

11.6

13.6

8.7

28.5

35.5

60.7

16.0

1.6

2.0

3.9

4.9

5.6

10.8

9.2

8.2

15.7

32.0

34.3

66.0

15.7

2.2

2.0

2.4

3.8

6.9

7.5

10.2

10.6

12.6

30.5

34.9

63.7

特に実施していない

その他

中小企業団体中央会の研修への派遣

中小企業大学校への派遣

専修（専門）、各種学校への派遣

親会社・取引先の共同研修への派遣

公共職業訓練機関への派遣

通信教育の受講

協同組合の共同研修への派遣

商工会議所、商工会の研修への派遣

民間の各種セミナー等への派遣

自社内での研修会・勉強会の開催

必要に応じたＯＪＴの実行

神奈川県

製造業

非製造業

（％）
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２．付加価値や生産性を高めるために行う教育訓練、研修の内容（該当するすべてに回答）

　付加価値や生産性向上のための教育訓練等の内容については、「各種資格の取得」が59.7％で最も多く、
次いで「職階（初任者、中堅社員、管理職）に応じた知識・技能」が57.6％、「新技術開発、新商品開発、研究」
が17.6％の順となっている。

原材料費アップ等に対する販売価格への転嫁の状況について　

１．原材料費、人件費等の増加による販売・受注価格への転嫁状況

　価格転嫁の状況については、「価格の引上げ（転嫁）に成功した」（21.0％）をはじめ、「価格引上げの交渉中」
（31.4％）、「これから価格引上げの交渉を行う」（15.2％）と合わせて67.6％が価格転嫁への取り組みを進
めている。一方で、「価格を引き下げた（またはその予定）」が0.7％、「転嫁できなかった」が6.2％、「対応未
定」が11.9％となっている。また、「転嫁はしていない（価格変動の影響はない）」が10.8％となっている。

3.4

5.8

6.7

3.4

7.2

10.1

11.5

57.2

62.5

3.1

1.5

1.9

6.9

4.6

9.3

22.4

57.9

57.5

3.2

3.4

4.1

5.4

5.8

9.6

17.6

57.6

59.7

その他

法律

アプリ開発、システム開発

語学、コミュニケーション能力

プログラミング

経理、財務

新技術開発、新商品開発、研究

職階（初任者、中堅社員、管理職）に応じた知識・技能

各種資格の取得 （％）

神奈川県

製造業

非製造業

2.9

16.3

10.0

12.9

0.4

15.4

22.9

19.2

2.6

8.5

3.3

9.1

1.0

15.0

38.1

22.5

2.7

11.9

6.2

10.8

0.7

15.2

31.4

21.0

その他

対応未定

転嫁はできなかった

転嫁はしていない（価格変動の影響はない）

価格を引き下げた（またはその予定）

これから価格引上げの交渉を行う

価格引上げの交渉中

価格の引上げ（転嫁）に成功した
（％）

神奈川県

製造業

非製造業
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２．原材料、人件費、利益を含めた販売価格への転嫁の内容（該当するすべてに回答）

　販売価格への転嫁の内容については、「原材料分の転嫁を行った（行う予定）」が78.0％で最も多く、次
いで「人件費引上げ分の転嫁を行った（行う予定）」が24.3％、「利益確保分の転嫁を行った（行う予定）」が
24.0％と続いている。

３．一年前と比べた価格転嫁の状況

　一年前と比べた価格転嫁の状況については、「10％未満」が44.7％、「10～30％未満」が32.5％で、合わ
せて77.2％が30％未満となっている。
　「10％未満」と「10～30％未満」の合計を業種別にみると、製造業が77.9％、非製造業が76.1％となって
いる。また、規模別にみると、「1～9人」が85.0％、「10～29人」が75.6％、「30～99人」が70.4％、「100
～300人」が70.0％となっている。

1.5

26.7

30.5

69.5

1.8

22.4

20.6

83.0

1.7

24.0

24.3

78.0

その他

利益確保分の転嫁を行った（行う予定）

人件費引上げ分の転嫁を行った（行う予定）

原材料分の転嫁を行った（行う予定）

（％）

神奈川県

製造業

非製造業

41.4

44.7

39.7

52.2

40.0

43.2

51.9

50.0

39.8

32.5

38.2

23.9

45.0

32.4

18.5

20.0

4.2

6.1

7.4

4.3

10.0

5.4

3.7
0

5.1

3.5

4.4

2.2

2.5

5.4
0

10.0

8.2

10.5

10.3

10.9

2.5

10.8

18.5

20.0

1.3

2.6

0

6.5

0

2.7

7.4

0

（％）

10％未満 10～30％未満 30～50％未満 50～70％未満 70～100％未満 100％以上

全国

神奈川県

製造業

非製造業

1～9人

10～29人

30～99人

100～300人
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賃金改定について

１．賃金改定の実施状況

　令和４年１月１日から令和４年７月１日の間の賃金改定の実施状況は、「引上げた」事業所が59.3％と最
も多く、前年（49.3％）を10.0ポイント上回っている。
　「引上げた」事業所を規模別にみると、「1～9人」が47.7％（前年比 +13.4ポイント）、「10～29人」が
61.6％（同+12.1）、「30～99人」が64.2％（同+4.1）、「100～300人」が71.8％（同+12.2）となっている。

２．賃金改定の内容

　賃金改定（引上げ・７月以降引上げ予定）の内容は、「定期昇給」が57.5％（前年比 -5.9ポイント）で最
も多く、次いで「基本給の引上げ（定期昇給制度のない事業所）」が28.6％（同 +1.5）、「ベースアップ」が
21.9％（同 +4.8）、「諸手当の改定」が12.2％（同 -0.9）と続いている。
　業種別でみても、「定期昇給」が最も多く、製造業で57.1％（同 -5.5）、非製造業で58.0％（同 -6.8）となっ
ている。

全国

神奈川県

製造業

非製造業

1～9人

10～29人

30～99人

100～300人

引上げた ７月以降引上げる予定 今年は実施しない（凍結） 引下げた ７月以降引下げる予定 未定

（％）

50.6

59.3

60.3

58.0

47.7

61.6

64.2

71.8

11.3

9.5

11.0

7.8

3.3

9.6

13.3

17.9

16.6

16.2

15.8

16.7

28.8

15.2

9.1

2.62.6

0.4

0.9

0.6

1.2

2.0

00

1.2

0

0.6

0.7

0.6

0.8

0

1.8

20.5

13.3

11.6

15.5

18.3

13.6

10.3

5.1

（％）

10.0

14.7

25.3

30.7

58.0

13.3

10.5

19.5

27.1

57.1

11.9

12.2

21.9

28.6

57.5

臨時給与（夏季・年末賞与など）の引上げ

諸手当の改定

ベースアップ

基本給の引上げ（定期昇給制度のない事業所）

定期昇給

神奈川県

製造業

非製造業
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３．賃金改定の決定要素（該当するすべてに回答）

　賃金改定の決定の際に、どのような要素を重視したかについては「企業の業績」が65.4％（前年比 +3.7
ポイント）と最も多く、次いで「労働力の確保・定着」が54.6％（同 -2.3）と続き、「物価の動向」が22.7％
で前年比+18.0ポイントと大幅に増加している。

４．平均昇給額と平均昇給率

　賃金改定（引上げ・引下げ・凍結）
を実施した事業所における平均昇給
額と平均昇給率は、平均昇給額が
6,997円（前年比 +1,615円）、平均
昇給率が2.43％（前年比+0.58ポイ
ント）と大幅に増加した。
　また、業種別の平均昇給額にお
いて、製造業では「木材・木製品」
が14,586円（ 同 +10,860円 ）、 非
製造業では「建設業」が8,283円（同
+4,617円）と、それぞれ最も大きく
なっている。
　なお、平均賃金を都道府県別でみ
ると、神奈川県は295,101円で、調
査対象の都道府県中で第２位となっ
ている（次頁「都道府県別の平均賃
金」の表を参照）。

　  平均昇給額と平均昇給率〈加重平均〉  （　）内は前年比

業種別の平均昇給額〈加重平均〉

（％）

5.7

3.8

2.5

4.4

5.0

13.2

18.9

15.1

21.4

54.1

63.5

7.1

0.5

2.8

1.9

6.6

15.2

19.9

24.6

23.7

55.0

66.8

6.5

1.9

2.7

3.0

5.9

14.3

19.5

20.5

22.7

54.6

65.4

その他

親会社又は関連会社の改定の動向

重視した要素はない

燃料費の動向

賃上げムード

前年度の改定実績

労使関係の安定

世間相場

物価の動向

労働力の確保・定着

企業の業績

神奈川県

製造業

非製造業

全　　国
神奈川県

業
種

製 造 業
非製造業

規
模
別

1～ 9人
10～ 29人
30～ 99人
100～ 300人

製
造
業

食 料 品

非
製
造
業

情 報 通 信 業
繊 維 工 業 運 輸 業
木 材・ 木 製 品 建 設 業
印 刷・ 同 関 連 卸 売 業
窯 業・ 土 石 小 売 業
化 学 工 業 サ ー ビ ス 業
金 属、 同 製 品
機 械 器 具
そ の 他
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H20年 H21年 H22年 H23年 H24年 H25年 H26年 H27年 H28年 H29年 H30年 R1年 R2年 R3年 R4年

平均昇給額

（％）（円）

平均昇給率

昇給額と昇給率の推移（過去15年）

6,191

-1,240

2,444

3,784 3,805
4,170

5,023

6,247
5,809

5,404

6,376

7,198

5,522 5,382

6,997

2.16

-0.43

0.88

1.34 1.38
1.52

1.78

2.23

2.07
1.94

2.19

2.50

1.89 1.85

2.43

‐1.00

‐0.50

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

3.00

3.50

-2,000

-1,000

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

都道府県別（栃木県・静岡県を除く）の平均賃金〈加重平均〉
（単位：円）
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都道府県名 平均賃金 都道府県名 平均賃金

ー 全国 23 香川県

1 大阪府 24 山口県

2 神奈川県 25 富山県

3 埼玉県 26 茨城県

4 千葉県 27 愛媛県

5 東京都 28 新潟県

6 滋賀県 29 島根県

7 三重県 30 熊本県

8 愛知県 31 宮城県

9 福井県 32 山形県

10 京都府 33 徳島県

11 岐阜県 34 高知県

12 和歌山県 35 鹿児島県

13 兵庫県 36 宮崎県

14 群馬県 37 長崎県

15 奈良県 38 大分県

16 広島県 39 福島県

17 北海道 40 沖縄県

18 岡山県 41 佐賀県

19 福岡県 42 青森県

20 石川県 43 鳥取県

21 山梨県 44 秋田県

22 長野県 45 岩手県
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                                1 4

神奈川県中小企業団体中央会  情報調査部
〒231-0015  神奈川県横浜市中区尾上町5丁目80番地

神奈川中小企業センター9階
電話 045-633-5134　FAX 045-633-5139

Ⅲ  参考資料
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回答事業所数の内訳

事業所数 1～9人 10～29人 30～99人 100～300人
常用労働者合計

平均値1～4人 5～9人 10～20人 21～29人

全 国

神 奈 川 県

製 造 業　 計

食 料 品

繊 維 工 業

木 材・ 木 製 品

印 刷・ 同 関 連

窯 業・ 土 石

化 学 工 業

金 属、 同 製 品

機 械 器 具

そ の 他

非 製 造 業　 計

情 報 通 信 業

運 輸 業

建 設 業

総 合 工 事 業

職 別 工 事 業

設 備 工 事 業

卸・ 小 売 業

卸 売 業

小 売 業

サ ー ビ ス 業

対事業所サービス業

対個人サービス業



231-0015
5-80 9

TEL 045-633-5134 FAX 045-633-5139 
URL https://www.chuokai-kanagawa.or.jp/ 

■神奈川県中小企業団体中央会とは・・・
　中小企業等協同組合法に基づき設置された機関で、主に県内の協
同組合や中小企業連携の支援機関として活動している団体です。
　現在、約850団体の会員組織で構成されており、協同組合等の設立、
巡回相談、情報提供、行政機関等への建議・陳情など様々に事業展
開しております。




